
地方独立行政法人鳥取県産業技術センター 

内部通報及び外部通報に関する規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、地方独立行政法人鳥取県産業技術センター（以下「センター」という。）における

内部通報及び外部通報に関する制度を設けることにより、センターの業務運営に関する違法、不正又は

不当な行為（以下「違法行為等」という。）の早期発見及び是正を図り、もってセンターの社会的信頼

の維持及び業務運営の公正性の確保に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

（１）役職員等 役員、職員（臨時的任用職員、会計年度任用職員、特別職非常勤職員を含む。）、センタ

ーに勤務する派遣労働者及びセンターとの契約に基づいて労務を提供する者をいう。 

（２）内部通報 役職員等が、違法行為等の発生又はそのおそれをセンターに通報することをいう。 

（３）外部通報 役職員等以外の者が、違法行為等の発生又はそのおそれをセンターに通報することをい

う。 

（４）通報 内部通報及び外部通報をいう。 

（５）通報者 通報を行った者をいう。 

 

（通報の窓口） 

第３条 通報の受付窓口は総務部長とする。 

 

（通報の手続き） 

第４条 センターにおいて、次の各号のいずれかに該当する違法行為等が行われていると認めた者又は

行われていると思料する者は、受付窓口に通報することができる。 

（１）法令及び規程等に違反し、又は違反するおそれがある行為 

（２）個人の生命、身体、財産その他権利利益を害し、又は害するおそれのある行為 

（３）前２号に掲げるもののほか、センターの業務運営を害し、又は害するおそれのある行為 

２ 通報を行おうとする者は、原則として氏名、違反行為等の内容、その他必要事項を記載した通報シー

ト（別紙様式）を電子メールに添付して送信、又は封書により送付するものとする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、次に掲げる事項については、当該事項に係る規程等に定める方法による

ものとする。 

（１）研究活動の不正行為等に関する事項 

（２）ハラスメントに関する事項 

（３）前各号以外の事項であって、規程等に申し出等の定めのある事項 

〔一部改正〕令 4.1 

４ 通報を行おうとする者は、客観的かつ合理的根拠に基づく通報を行うものとし、虚偽又は誹謗中傷そ



の他の不正の目的をもって行ってはならない。 

 

（通報の受付方法） 

第５条 受付窓口は、通報を受けたときは、当該通報シートによりリスク管理委員会（以下「委員会」と

いう。）へ報告する。 

 

（通報の受理等） 

第６条 委員会は、前項の報告を受けたときは、通報としての受理又は不受理を決定する。 

２ 委員会は、前項の規定により受理を決定したしたときは、理事長に報告する。 

３ 受付窓口は、第１項の規定による受理又は不受理の決定を通報者に通知する。ただし、通報者が通報

シートにおいて通知を必要としない旨の意思表示をした場合を除く（以下第１１条において同じ。）。 

 

（調査） 

第７条 委員会は、前条第１項の規定により受理を決定したときは、速やかに事実確認のための資料収

集、事情聴取等の調査方法を決定し、調査を行う。この場合において、委員会は、適宜調査状況を理事

長へ報告する。 

２ 委員会は、前項に定める調査を行うにあたり、関係者に対し必要な資料の提出を求める、もしくは説

明又は意見を聴くことができる。 

３ 委員会から協力を求められた役職員等（以下「協力者」という。）は、調査に誠実に協力しなければ

ならない。 

４ 委員会の委員、受付窓口及び協力者（以下「委員等」という。）は、調査に係る情報を委員等以外の

者に提供する等調査に支障を及ぼすおそれのある行為をしてはならない。 

 

（利益相反関係の排除） 

第８条 通報への対応にあたる者は、自らが関係する事案の処理に関与してはならない。 

２ 前項の場合において職務を代行する者が必要な場合は、理事長が指名する者がこれに当たるものと

する。 

 

（理事長への報告） 

第９条 委員会は、第７条第１項による調査が終了したときは、調査の結果及び通報の内容が事実である

か否かを理事長に報告する。この場合において、通報の内容が事実であると認めるときは、当該通報に

係る違反行為等を是正するために必要な措置を併せて報告する。 

 

（是正措置等） 

第１０条 理事長は、前条の報告を受けたときは、通報の内容が事実であるか否かを認定し、事実である

と認めたときは、当該通報に係る違法行為等を是正するために必要な措置を講じなければならない。 

２ 理事長は、通報の内容が事実であると認めたときは、当該通報に係る違法行為等を行ったと認められ

る者に対して、懲戒処分、告訴又は告発等の措置を講ずることができる。 



 

（通報者への通知） 

第１１条 受付窓口は、前条第１項の規定により理事長が通報の内容が事実であると認め是正措置等を

取ったときはその旨を、通報の事実がないと認めたときはその旨を通報者に通知する。 

 

（通報者及び協力者の保護） 

第１２条 通報への対応にあたる者は、通報者又は協力者（以下「通報者等」という。）の氏名を他の者

に開示してはならない。ただし、通報の内容が第４条第４項の規定に違反していると認めた場合又は通

報者等の同意を得た場合は、この限りでない。 

２ センターは、通報者等が通報を行ったこと及び通報に係る事案の調査に協力したこと等を理由とし

て、通報者等に対して不利益な取扱いをしてはならない。また、通報者等の職場環境が悪化することが

ないよう適切な措置を取らなければならない。 

３ 前項の規定に反する取扱いを受けたときは、その旨を受付窓口に申し出ることができる。 

４ 受付窓口は、前項の申し出を受けたときは、委員会へ報告する。 

５ 委員会は、前項の報告を受けたときは、必要な措置を講ずるものとする。 

 

（秘密保持義務） 

第１３条 通報への対応にあたる者は、通報の内容及び調査等で得られた個人情報など、職務上知り得た

秘密を漏らしてはならない。 

 

附 則 

この規程は、令和３年１月１５日から施行する。 

 

附 則 

この規程は、令和４年１月２７日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式 

通報日    年  月  日  

通 報 シ ー ト 

 

１ あなた（通報者）の氏名・所属 

 

（できる限り実名での通報にご協力ください。匿名の場合、事実関係の調査を十分に行うことができ

ない可能性があります。） 

 

２ あなたの連絡先・連絡方法（例：メールアドレス、電話番号、住所等） 

 

３ 通報内容（あなたが認めた（思料する）違法行為等を記載してください。） 

（１）通報対象者（違法行為等を行っているとあなたが認めた（思料する）役職員等）の氏名・所属 

 

 

（２）違法行為等の具体的な内容 

① いつ（違法行為等の発生時期） 

 

② どこで（違法行為等の発生場所） 

 

③ 何が（違法行為等の内容） 

 

 

（３）特記事項 

 

 

（４）証拠の有無     有  ・  無 

   （有の場合は、その内容を記載してください。） 

 

 

４ 他に違法行為等の内容を知っていると思われる者 

 

 

５ 受理・不受理決定通知の希望の有無     有  ・  無 

 

                                               

受付窓口記載欄 


